
 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（抜粋） 

 

 

 外務省  

 

【国際交流基金】 

○ 国際業務型の成果目標達成法人とする。国際観光振興機構との統合あるいは連携強化の在り方

について協議の場を設置し、検討を行い、本年度中に方向性について整理した上で平成24 年夏

までに結論を得る。 

○ 本法人と国際協力機構、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所については、現

地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意しつつ、ワンストップサービス

を実現するとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法人の拠

点を活用して業務を行うことができるよう、機能的な統合を進めることとし、特に、３法人以

上の海外事務所が設置されている都市については、速やかに作業に着手し、本年度中に方向性

について結論を得る。その他についても、機能的な統合の在り方等について個々に検討を行い、

平成24 年夏までに結論を得る。 

 

 

 国土交通省  

 

【国際観光振興機構】 

○ 国際業務型の成果目標達成法人とする。国際交流基金との統合あるいは連携強化の在り方につ

いて協議の場を設置し、検討を行い、本年度中に方向性について整理した上で平成24 年夏まで

に結論を得る。 

○ 本法人と国際協力機構、国際交流基金及び日本貿易振興機構の海外事務所については、現地に

おける事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意しつつ、ワンストップサービスを実

現するとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法人の拠点を

活用して業務を行うことができるよう、機能的な統合を進めることとし、特に、３法人以上の

海外事務所が設置されている都市については、速やかに作業に着手し、本年度中に方向性につ

いて結論を得る。その他についても、機能的な統合の在り方等について個々に検討を行い、平

成 24 年夏までに結論を得る。 
 
 
 

 
 

資料３ 


